予算要求資料
平成２７年度当初予算　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名　結婚支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　健康福祉部　子ども・女性政策課　少子化対策係　電話番号：058-272-1111（内2682）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11234@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　26,273　千円（前年度予算額：25,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	25,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	25,000

	要求額
	26,273
	1,783
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,490

	決定額
	26,000
	1,783
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,217


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）

　・県は、少子化の要因の一つとなっている非婚化・晩婚化傾向の改善に向

けて、平成２３年より「ぎふ婚活サポートプロジェクト」（コンサポ・　

　　　　ぎふ）」を実施しており、企業・団体を介して結婚を考えながらも出会

いの機会が少ない独身者に出会いの場（婚活イベント）を提供している。

・事業開始から３年以上が経過したが、本事業を通じて誕生したカップ
ル数は少なく、そのうえ、成婚に至った報告は1件のみである。

　　・さらに、女性の参加者不足により婚活イベントの開催率が６．５割とな
　　　　っている。
（２）事業内容

　　○「コンサポ・ぎふ」サポートセンターの運営
・民間事業者のノウハウ等を活用して、市町村等が開催する出会いの場イベントの企画・運営のサポート、積極的な広報等を実施し、イベント実施回数や参加者の増加につなげる。

◎婚活予備校（婚活セミナー）の開催　新規
　　　・独身者の婚活に必要な能力を養うため、婚活イベントの参加に消極的な独身者も気軽に参加できるコミュニケーション能力や婚活マナー等の向上にかかる講座を開催する。　※26年度は地域少子化対策強化交付金で対応
· 県外女性を対象とした婚活ツアーの実施　新規
　　　・参加者の拡大を図るため、Ｉ・Ｕターンを希望する愛知県や首都圏・関西圏在住の若い女性をターゲットに、県内男性とともに岐阜県の魅力を楽しめる婚活ツアーを開催する。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　自ら実施しているプロジェクトの拡充であり県で実施

　　　
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	421
	イベント会場への視察、市町村・企業との打ち合わせ

	需用費
	256
	事業ＰＲチラシ作成、成婚祝い、会議費、資料作成費

	役務費
	588
	イベントチラシ郵送料、市町村・企業との連絡調整費

	委託料
	24,890
	イベントサポート等

	使用料
	118
	研修会会場使用料

	合計
	26,273
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況


・他県においても、各団体が行う出会いの場イベントの情報を独身の方
　に提供、イベント開催の支援を実施(47都道府県中、30道府県)
　　　・県外女性を対象としたツアー：秋田県
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　少子化の要因の一つとなっている非婚化・晩婚化傾向の改善に向けて独身　

　男女に出会いの場を提供する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	従業員結婚支援団体登録数
	
	148

（H24）
	155

（H25）
	169

(H26.10)
	337

(H31)
	50.2%


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

7月1日に「コンサポ・ぎふ」サポートセンターを開設
　・イベントのサポート対象を市町村に拡大

　・参加対象を市町村結婚相談所の登録会員に拡大

　・登録団体の研修会を開催：５回（圏域ごと）　

　・婚活イベント実務研修会の開催：１回

　・イベント専用ホームページの開設


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　「コンサポ・ぎふ」サポートセンターの開設により、従業員結婚支援団体及び出会いの場提供団体への登録促進を図り、それぞれ登録団体数が伸びている。（従業員結婚支援団体：15団体5→169団体、出会いの場提供団体：48団体→75団体）
　また、より多くのイベント参加者の確保に資するため、個人登録する仕組みを構築し、登録者には直接情報が流れる体制を整えた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	平成２３年7月にプロジェクトを開始して以降、登録企業・団体数は順調に伸びている。また、平成26年に実施した県民意識調査において、未婚者の独身でいる理由は、『適当な相手に巡り合わない』との回答が最多であり、出会いの場を提供する本事業は必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	平成２５年度は、11回のイベントが開催され、延197人の参加者があったことから、出会いの場の提供としての成果は得られている。しかし、イベントでのカップル数は少なく、これまでに報告のあった成婚数は1件のみである。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	平成26年7月に「コンサポ・ぎふ」サポートセンターを開設し、民間のノウハウを活用して出会いイベントの企画運営や広報をサポートし、イベントの魅力を高めるとともに、参加者を市町村結婚相談所登録会員に拡大し、参加者の増加を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　「コンサポ・ぎふ」のＰＲ不足により、出会いイベントの情報が独身者に伝わっていない可能性がある。また、イベントの参加要件に合致しない県民に出会いの機会を提供できていない。さらには、イベント開催後のアフターフォロー不足により、成婚の把握が難しく、事業の成果を判断しづらい。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

より多くの独身者に出会いの機会を提供できるよう、参加者要件を拡大するとともに、市町村に設置された結婚相談所との連携等により、イベントを成婚につなげられるような仕組みを検討していく。


